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平成22 平成23 04 07

39 協働によるまちづくり

総務課 0285-83-8106

安全安心課、健康増進課、福祉課、農政課、環境課、建設課、生涯学習課、スポーツ振興課、(社会福祉協議会）

　市民、　市民活動団体 （ボランティア団体・NPO）、　自治会、事業者

16 17 18 19 20 21 22 26

人口 人 66,712 83,392 82,997 82,584 85,500

市民活動団体数（登録団
体数） 団体 68 130 149 172 180

自治会数 団体 73 133 133 133 133

市民と行政が一体となったまちづくり活動を行う。

・自治会加入率は、毎年5月1日現在の住民基本台帳上の世帯数に対する、各自治会に加入し
ている世帯の合計数の割合とする。
・まちづくり活動に参加している市民の割合は、市民意向調査の結果による。
・ボランティア団体・民間非営利組織（ＮＰＯ）の数は、市民活動推進センター登録団
体数、ボランティア連絡協議会参加団　体数、ＮＰＯ法人数を用いる。
　平成22年度（23.3.31現在）は、市民活動推進センター登録団体数１４７、ボランティ
ア連絡協議会参加団体数１８、
　ＮＰＯ法人数１９、計１８４団体あり、重複登録を除く実数は１７２団体である。

16 17 18 19 20 21 22
26

自治会加入率 ％ 84.4 84.9 85.7 83.8 86.0

まちづくり活動に参加し
ている市民の割合

％ 33.9 32.0 31.0 37.1 35.0

ボランティア団体・民間非営利
組織（ＮＰＯ）の数 団体 68 130 149 172 180

・行政は市民に対する啓発と参画のきっかけづくりを行う。
　また、各種団体を紹介し、連携を図り、市民活動が活発に行われるよう、その環境づく
りを行う。
・市民は地域社会に対する関心を高め、自分の地域は自分でつくるという意識のもとに積極的
に活動する。
・事業者も、社会貢献に努める。



    年度の
評価結果

1. 施策の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）

2. 施策の成果実績に対してのこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括
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・真岡市の地域活動、コミュニティ活動は、自治会、公民館活動を中心に活発に行われて
いる。
　特に、環境美化活動や花いっぱい活動は、対象地域の多くの市民が参加している。
・平成２２年度の自治会加入率は８３．８％となり、２１年度の８５．７％から１．９
％低下した。
・地域活動、コミュニティ活動の参加率は、活動の種類で見ると、「地域公民館活動」
、「お祭り」、「スポーツ等」の順に参加率が高い。
・活動している人の年齢階層別・性別の割合では、年齢階層別が６０～６９歳（46.7%
）、７０～７９歳（44.2%）、５０～５９歳（43.9%）の順に高く、性別では男性（
43.0%）が女性（32.2%）より10.8ポイント高くなっている。

・施策に貢献した事務事業としては、ふれあい地域づくり事業、もおか環境パートナーシ
ッププロジェクト、明るく元気な里山林
　整備事業、市民活動推進センター事業、区長・町会長事務、地域公民館連絡協議会事務等
である。
・ふれあい地域づくり事業のうち、個性豊かな地域づくりを目的とした特別認定事業に
ついては、７地区が独自に企画立案した事業を実施した。その内容は、安達三楽斉の調査、
ふれあい交流活動、コミュニティカレッジ、真岡を学ぶ「真岡学」、しめ縄づくり事業
２地区、アジサイの集い、の７地区・６事業
・自然環境保護の活動を通したまちづくりでは、もおか環境パートナーシッププロジェ
クトで、市、事業者、市民等によって構成
　される「環境パートナーシップ会議」が、大久保川の自然環境保護に取り組んでいる
。
・「とちぎの元気な森づくり県民税」を原資とした県の補助事業「明るく元気な里山林整
備事業」では、大久保地区、高田地区、
　長田地区、東大島地区、伊勢崎地区の計５地区で、里山林の自然環境や景観の保護に市
民と市が連携して取り組んでいる。
・市民活動の情報提供、相談、コーディネートを行う市民活動推進センター「コラボオ
ーレもおか」の管理運営について指定管理者制度を導入した。平成２３年３月３１日現
在、「コラボオーレもおか」には１４７団体が登録をして活動し、平成２１年度末（
登録団体数１３２団体）に比べ１５団体増えた。
・市民との協働のまちづくりをより推進するため、自治基本条例制定に向けて、真岡市自治
基本条例検討市民会議を設置し、検討
を開始した。
･行政評価の客観性を高めるため、市民行政評価を実施した。
･コラボーレ真岡を平成23年4月1日から二宮コミュニティセンターへ移転するため、関
係条例の改正等を行った。
･平成21・22年度に（社）青年会議所と共催で市民討議会を開催した。（参加者数は平成21
・22年度共に28名）



    年度の
評価結果

3. 施策の課題認識と改革改善の方向
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・「ふれあい地域づくり事業」をはじめとする、まちづくり関連事業への取り組みを通し
て、市民自らが地域活性化のため、
　「地域でできることは地域で取り組む」意識を醸成し、まちづくり活動につなげる。
・市民活動推進センターへの登録者・団体数を増やすために、まちづくりに対する市民の
協働意識を高めるための啓発や講演会の
　開催、社会貢献活動への参加を促す講座などを開催して、きっかけづくりをしていく。
・市民活動推進センターの認知度を高めるため、市民向け企業向けのＰＲを行うとともに
、退職前の年代を対象に社会貢献活動を
　周知するための講座を開いていく。
・市勢発展長期計画策定等における市民の参画や、各種計画等策定の際のパブリックコメン
ト制度の活用、市民フォーラムの開催、
　市長との話し合い等における意見集約等を推進し、市民の参画をなお一層促す。
・市民との協働のまちづくりを市民の理解と協力、参加のもと更に進めるため、市民、自治組
織、議会、行政等の役割と責務等を
明確にした、自治基本条例の制定を進める。
・自治会加入パンフレットを活用し、地域からの啓発を図っていく。

■ 補足事項


